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論説
東アジア福祉レジーム論に関する再検討
一家族主義と生産主義をめぐってー
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一、序論
1. 1 研究対象と背景
比較福祉国家研究の古典として広く議論され、今なお多大な影響を及ぼし続
けているのが、 Esping-Andersen(1990)の福祉レジーム (welfareregime) 
論である。
Esping-Andersen以前には、マクロ社会経済的要因を重視する論者の代表
として、 Wilensky(1975)による「福祉先進国」と「福祉後進国」の二分法
が有力な見方であった。しかし、この分類に対しては、基準が「一元的であり、
直線的(linear)なスケーノレの上での位置あるいはそのスケーJレ上での移動が問
題にされているJ(埋橋 1997，p.154)という批判がなされた。アメリカのよ
うな「遅れた」福祉国家が、やがてはスウェーデンのような「進んだ」福祉国
家に収欽する、という展望が疑問視されたのである。
こうした単一尺度による一元的な福祉国家の捉え方に代わるものとして、
Esping-Andersenが「福祉資本主義の三つの世界」の中で初めて言及した
「福祉レジーム」は、マクロ社会経済的要因ではなく政治的要因に注目し、し
かも福祉レジームの下位類型がある種の経路依存性をもって別々に発展を遂げ
てきたという観点を打ち出すものであった。
Esping-Andersenの福祉国家論は、 Polanyiの理論から示唆を受けて、「自
由市場の成立発展に対する反応を、どのような階級、あるいは階級同鼠が担っ
たか、が福祉国家のあり方を決めることを指摘したJ(上村 1999，p.234)。
すなわち、異なる種類の歴史的階級連合が異なる社会権利・社会階層化・
国家市場家族の関係を生み出し、それらは逆に福祉モデルの主な特徴を
決定したということである。こうして福祉レジームは、社会階層化 (social
stratification)と脱商品化 (de-commodification)を基準として、社会民主
主義レジーム、自由主義レジームと保守主義レジームの 3つの下位類型に分類
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される CEsping-Andersen1990)。
それ以来、 Esping-Andersenの福祉レジーム論が「現実の福祉国家レジー
ムのもつ多様性を十分に反映できるJC埋橋 1997，p.154)有力な理論として、
比較福祉研究を大いに刺激し、様々な議論を呼び起こしてきた。しかし、そう
した議論の中に、福祉レジーム論に対する批判が少なからず含まれていたこと
も事実である。そして、そのような批判の一部は、東アジア諸国の福祉国家を
どう理解するかという問題にも大きく関わっていた。
まず、 Esping-Andersenの考察対象は全て OECD加盟の先進国であり、日
本以外のアジア諸国が含まれていない。また、 Esping-Andersenの福祉レジー
ム論は一部分の国家グループ、例えば、オーストラリアとニュージーランド・
地中海国家グループ・東アジア国家グループの状況を充分に説明できない。他
にも様々な批判があり、いくつかの研究者は新しい分類方法、あるいは
Esping-Andersenの理論に第四種、第五種のレジームが必要だと主張してい
る。その中で、東アジア諸国に特有の「東アジア福祉レジーム」が存在するの
か否か、存在するとすればその特徴は何かという点に関する議論が活発に行わ
れている。
「東アジア福祉レジーム」論は未完成であり、明確な結論を得ていないにも
かかわらず、多くの学者は、近年の研究を通じて日本、韓国、シンガポ-)レ、
台湾と香港地域の福祉政策が1つのクラスターを形成していると信じている。
このような確信に基づいて、「東アジア福祉モデル」や「東アジア福祉レジー
ム」といった概念が打ち出された。日本は東アジア諸国の典型例としてよく議
論され、その研究は、東アジア福祉レジーム論のみならず、福祉国家理論の発
展にとっても非常に重要である。そのため、日本福祉国家の表現を探求し、日
本をEsping-Andersenの福祉レジーム論あるいは東アジアモデノレに関する理
論仮説の中に位置付けようとする学者が少なくない。
東アジアの祷祉国家に関する研究の鴨矢となる DixonとKim(1985)は、
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アジアの福祉制度の特徴とその発展の政治的・社会的・経済的状況に注意を払
い、経済発展と文化的背景の聞の社会福祉の差異を強調した。しかし、 1980年
代には、東アジアの福祉国家に関する調査は、もっぱら国別に行われ、東アジ
ア諸国における特別な福祉レジームの有無という論点はあまり深められなかっ
た。その意味において、 Esping-Andersenのレジーム論が影響力を持ち始め
た1990年代半ば以降に、東アジアの福祉国家を西欧諸国と区別古れる独自のモ
デルとして研究する潮流が強まったと言える(林半・越杯嫡 2010)。
東アジア諸国の社会政策と福祉表現は、西洋の先進資本主義福祉国家モデル
と比べていくつかの共通の特徴を持っていると考えられる。その中で最も顕著
な特徴は、国家よりも家族が福祉提供の重要な役割を担当する家族主義と、社
会政策の発展より経済発展を優先する生産主義の要素である。このような東ア
ジア諸国の福祉特徴をめぐり、多くの福祉国家の研究者が文化的側面あるいは
経済発展の角度から分析の枠組みを提唱した。例えば、 Jonesが主張した「儒
教福祉国家 (ConfucianWelfare State)J、「家族型福祉国家 (Oikonomic
welfare state) J (J on田 1990.1993)、Hollidayが主張した「生産主義福祉
資本主義 (Productivistwelfare capitalism)J (Holliday 2000)である。
JonesとJonesの追随者たちは、一般的に東アジア地域文化の同根性を前
提として、特に儒教文化の影響を受けた東アジア福祉国家の特徴が、家族を中
心としながら同時に自由市場への依存を深めていった点にあると考えている
(Papadopoulos and Roumpakis 2017)。
これに対して Holliday(2000)は、「社会と経済政策の関係 (relationship
of social and economic policy) Jを引用しつつ、東アジアの社会政策が経済
発展の促進に資するように展開されてきたとして、生産に着目する福祉資本主
義としての「生産主義福祉レジーム」の概念を提唱した。 Gough(2001)と
Kwon (2005)は「発展主義福祉国家 (developmentalwelfare state) Jの概
念を提起し、これも同じく東アジア諸国の社会政策が常に経済成長を基本目標
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に設定することを示唆しているロ李易駿と古允文 (2003)は東アジア福祉レジー
ムが低社会支出・低年金普及率・高階層化・高社会投資などの特徴を共有する
と主張した。また、 Aspalter(2006)は、東アジアの福祉国家形成には制度
的な異なりがあることを認めながら、にもかかわらず、理念型的なCideal-
typical)東アジアモデルが存在すると主張する。
このように、東アジア福祉レジームの実在を強調する論は少なくない。そう
した中にあって、東アジアに特有のレジーム概念を打ち立てることに反対する
研究者もある。
Kwon (1998)はアジア一括論に反対し、アジア各国の共通性と多様性を捉
えざるをえないと指摘している。 Ramesh(2004)は東アジア諸国・地域にお
いて一定の違いがあるために、「東アジアの福祉モデル」が役に立たない概念
であると主張している。上村 (2∞4)はアジ7NIE;の福祉国家形成の歴史
を検討すると、二種類の経路が見出されるため、「東アジアモデル」の存在が
疑わしいと論じる。新川 (2005)は生産主義(あるいは開発主義)が儒教主義
と閉じくオリエンタリズムの民に陥ると指摘し、東アジア地域を超えた「家族
主義福祉レジーム」を主張した。
Esping -Andersen自身は、日本福祉国家を研究した際に、この 3つのレジー
ム分類を日本にうまく適用できないことに気づいており、このことに関して、
二つの解釈の可能性をあげる。一つは日本の福祉レジームは自由主義と保守主
義の結合である可能性であり、もう一つは東アジア諸国が第四種の福祉レジー
ムを構成する可能性である (Esping-Andersen1997)。本稿では、この東ア
ジアにおける四番目の福祉レジームの可能性に関連して先行研究を整理し、東
アジア福祉国家論に関する再検討を加えたい。
1. 2 研究目的と論文構成
上記のように、これまでの比較研究の中で、東アジア福祉レジーム論を射程
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に入れた研究が少なくないが、理論的な研究が多く、実証的な研究と確定的な
結論が出たとは言えないだろう。したがって、本稿では東アジア福祉レジーム
論に関する研究を整理したうえで、日本福祉国家の特徴と東アジア福祉レジー
ム論の仮説を再び検討、新たな角度から考察したい。
本稿の構成は次の通りである。
第2章では、家族主義の特徴を巡って東アジア諸国の福祉政策特徴を検討す
る。この部分ではまず文化・宗教の角度からの「儒教的福祉国家」という仮説
を議論し、また脱家族化という指標を採用した「家族主義福祉レジーム」論に
ついて論じる。
第3章では、生産主義福祉レジーム論を検討する。「生産主義福祉レジーム」
が強調したのは、経済発展を促進するために社会政策が行われるという点であ
る。日olliday(2000)は、教育・医療・住宅保障政策さえも生産性促進の目
的を持つので、国家は限定的な社会支出と社会保障を提供すると考えている。
この理論を踏まえた様々な仮説を紹介したい。
第4章では、まず日本福祉国家の顕著的な特徴を説明したい。その上で、日
本の福祉国家がグローパノレ化の流れにどのような新型社会危機に直面するか、
その危機に応じてどうやって変容するかを簡単に検討したい。
第5章は最後の章として、この前の内容を基礎として、本論の研究意義と将
来の展望を述べる。
2、家族主義特徴から見る東アジア福祉レジーム論
2. 1 文化から見る東アジア福祉レジーム論
なぜ東アジア福祉国家が西側福祉資本主義と異なる発展経路を進むのかワこ
の問題について、多くの研究者は文化的要因を強調する。すなわち、東アジア
諸国は地理環境と歴史の違いに由来する、先進資本主義国家と異なる文化的背
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景を持っているから、福祉発展も異なるはずであるという主張である。 Jones
は、儒教の影響の下で、東アジア地域の福祉政策においては家族を重視する傾
向が強いと指摘する。ここから彼女は、「儒教福祉国家」と「家族型福祉国家」
という概念を提起する。 Jonesによると、東アジア家族型福祉国家の特徴は、
伝統的な儒教文化、特に儒教文化における家族秩序と倫理に根ざしている
(Jon田 1990)。
確かに東アジア諸国においては、家族は福祉供給主体として重要な役割を果
たし、内部のメンバーに感情と金銭の助けを提供する。例えば、住宅は社会保
障の重要な柱の一つであり、また、若い世代に移転することができる資産であ
る。東アジアと東南アジアの国家・地域において、大家族のメンパーは、普通
2世代でひとつ屋根の下に住み、あるいは「スープ一杯の距離J(‘one-soup 
distan田， )で暮らす (Papadopoulosand Roumpakis 2017， p.867)。文化
解釈のほとんどは、東アジア福祉国家における「家族主義」の傾向が儒教文化
に由来すると述べている。ここでの家族主義の特徴とは、国家ではなく家族が
主な福祉提供者として、子供・老人の介護サービスを提供することである。確
かに、儒教の論理体系において「義・慈・友・恭・孝」という「五教」が規定
された。しかし、そもそも家族の粋の重視は、大部分の宗教に共通する特徴で
はないだろうか。保守主義レジームの国々でも、キリスト教とりわけカトリッ
ク圏の社会が家族の連帯を重視していることはよく知られる。このように考え
ると、福祉国家の発展形態の差異を単に宗教によってのみ説明するのは困難で
ある。
周知のように、古代中国の文化は東アジアの多くの国々に影響を与えた。日
本を例として挙げれば、 5世紀の時儒学は日本に伝わっていた。 17世紀の日本
の江戸期 (1603-1868)、日本における儒学は最盛期を迎えた。儒教文化は確か
に日本社会に一定程度の影響を及ぼしたかもしれないが、その影響の強さや範
囲については議論の余地がある。まず、微妙なのは儒教を文化として捉えるか、
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宗教と捉えるべきか。もし儒教を宗教として理解すれば、日本文化庁の宗教統
計調査には儒教に関する独立したデータがなく、日本放送協会放送文化研究所
が編集した「現代の県民気質ー全国県民意識調査」でも、他の宗教に比べて儒
教の影響が強く観察されるわけではない(図 1)。同様に韓国においても、現
在最大の宗教人口はすでに200年以上の歴史があるキリスト教であり、社会政
策に対する影響としてはこちらの方がより大きいという見方もできる。言い換
えれば、東アジア諸国において儒教が他の価値体系を圧倒していると言えるか
どうか難しいと恩われる。
都道府県宗教マシプ
<11仰~りの比率〉
区
<1胞が最も酔宗牧・宗j~>
図1
(注)各県16歳以上自00人を対象とした1996年の個人面接調査による(回答率全国平均
70%)。上図の数字は3%以上を表示。
出典・ NHK放送文化研究所「現代田県民気質ー 全国県民意識調査」
httpsゾ/honkawa2.sakura.ne.jp/7770目html(Accessed on 09 January 2020) 
さらに、儒教をアジ7人の意識を潜在的に規定している文化価値観と捉えた
としても、儒教が具体的な制度形成の力になっているかは検証不可能である。
新川が述べるように、「社会的価値と現実の政策展開との聞にある媒介変数
(権力配置、制度、歴史的文脈など)の重要性が、当然の前提となっている」
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から、「東アジアにおいても、こうした当然の前提が無視されて良いはずがな
いJ(新JI[2005， p.276)。すなわち、そもそも文化と宗教によって東アジア福
祉国家の特徴を説明しようとする際に、適切な基準・指標が欠如しているとい
う問題がある (Kim2016， p.4)。その上、東アジア地域は広すぎて、そこに
見られる多様な政策のパターンを文化あるいは宗教によって説明することは難
しい (Rameshand Asher 2000， p.7)。
「文化」は非常に包括的な概念であり、どう定義するか、またどのように比
較するかが問題となる場合が多い。例えば、有名なサミュエJレ・P・ハンティ
ントンの『文明の衝突』には、日本文明が儒教を核とする中華文明からすでに
分離して、独特な文明を形成していたという指摘もある(ハンティントン
1998)。文化(ハンティントンによれば「文明J)を説明変数とする分析には、
かなりの程度の怒意性が伴う。要するに、 Jonesの「儒教福祉国家」というよ
うな文化福祉レジーム論は、東アジア福祉国家の特殊性を説明する上では不十
分である。
2. 2 家族主義福祉レジーム論
Esping-Andersenは、最初に「社会民主主義Jr保守主義JI自由主義」と
いう 3つの類型を提起したが、フェミニストからジェンダー問題を無視してい
るとの批判を受け、この視点を取り入れて「脱家族主義化」という新たな概念
を導入し、後に「家族主義的なレジーム」を提案している (Esping-Andersen
1999)0 I脱商品化」とは、人々が市場に依拠することなく生活を維持できる程
度を意味するが、「脱家族主義化」とは、人々が家族的あるいは婚姻的相互関
係から独立に経済的リソースを活用できる程度を意味する。
新川と辻も「家族主義福祉レジーム」論を提唱したが(新I[2005， 2009; 
辻 2012)、この「家族主義福祉レジーム」は Jonesが主張した儒教を重視す
る「家族型福祉国家」とは意味が違う。新川が主張した「家族主義福祉レジー
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ム」は、宗教からの発想ではなく、むしろ福祉提供者としての家族の役割と社
会政策の特徴からの発想だと考えるのがより適切である。新川が提唱した「家
族主義福祉レジーム」は必ずしも東アジア諸国を対象とする枠組みではなく、
日本の他に、イタリア・ポルトガルなど南欧の国をも含めている。近年、韓国
と台湾なども含めて東アジアにおける「家族主義」を強調する研究者が増えて
いるが、新川 (2009) は、 Siaroffの分類方法を参考にして、 Esping
Andersenの「脱家族主義化」と「脱商品化」という概念を用い、福祉国家を
4つに分類できると提案した(図2)。
新川によると、家族主義福祉レジームは脱商品化と脱家族化の水準がともに
低い類型である。また、家族主義福祉国家においては、福祉支出も貧弱で市場
の福祉サービスも未発達であるため、家族が高齢者・子育てのケア労働等につ
いて主たる責任を担うことになる。しかし、そもそも保守主義レジームも家族
の福祉提供者の役割を重視している以上、「保守主義レジーム」と「家族主義
福祉レジーム」との聞に「家族主義」特徴について根本な違いがあるのだろう
か。家族主義レジームl久保守主義レジームの特殊型あるいは下位類型と見て
も良いのではないだろうか。
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Estevez-Abe (2014)も、日本と韓国が南欧のイタリア、スペインと同じく、
家族主義福祉国家 (familialisticwelfare sta七es)であると主張した。彼女が
このグループに属すると考える国家の特徴は、①育児や高齢者ケアなどの社会
サービスが極めて限定的である、②公共援助や失業給付などの現金給付が貧弱
である、③GDPに対する社会支出の割合は比較的低いといった点にある。し
かし、グローパル化が進む中、多くの先進諸国においては、少子化・高齢化や、
フェミニズム運動の拡大に伴う女性の地位・就労の変化がもたらす新しい社会
的リスクに対応するため、脱家族化を促進する社会政策が多くの国で採用され
つつあま。そのような中にあって、男性稼ぎ主の安定雇用とその勤労所得によ
る家族の扶養が福祉国家の前提となった20世紀型福祉国家のあり方は、抜本的
転換が迫られている(宮本 2012)。このような背景を踏まえると、「家族主義」
と特徴付けられる国において、「家族主義」の特徴が将来にわたって維持でき
るかどうかについては疑問が持たれる。
3、生産主義特徴から見る東アジア福祉レジーム論
3. 1 生産主義レジーム論
Hollidayによると、東アジアの社会保障の実態と Esping-Andersenの福祉
レジーム類型論は適合しないため、もう 1つの基準が必要となる。 Holliday
はEsping-Andersenの2つの基準の上に、「社会と経済政策の関係」という
指標を加え、東アジア地域において「生産主義福祉レジーム」という第四種の
レジームが存在すると主張する (Holliday2000)。また、 GoughとKwonは
「発展主義福祉国家J(Gough 2001; Kwon 2005)という概念を提起している
が、これも同じく東アジア諸国の社会政策が常に経済成長を基本目標に設定す
ることを示唆している。これら 2つの概念とは根本的に同質的であるから、本
稿では、より一般に知られた「生産主義レジーム」を採用する。
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第 2章では、東アジア諸国と西洋の先進資本主義福祉国家モデルとの比較に
基づいて、東アジアの社会保障制度のいくつかの共通の特徴を紹介した。特に
ここで強調したのは、 Hollidayが指摘した「経済成長と完全雇用が福祉の主
要な原動力となっている」と「生産主義福祉が目標である」という特徴である。
図3のように、「生産主義レジーム」の核心的論点は、東アジア諸国において
全部の社会政策が常に生産主義的活動すなわち経済発展に結びつき、国家が最
小限の社会的権利を保障し、国家ー市場一家族関係も経済促進の方向へ導くとい
うことである。
Holliday (2∞0)は東アジアにおける生産主義レジームの存在を主張する
一方、重大な域内偏差が存在することも強調し、「社会権利の程度Jr階層化効
果Jr国家ー市場ー家族関係」という方面から、香港、台湾、日本、韓国、シン
ガポーノレをさらに区別している。彼によれば、香港は「補助型」であり、市場
の役割が優越的 (prioritized) であるという特徴を持っている。シンガポーノレ
は「開発ー特別」の形態であり、国家が家族の福祉活動を指導する (thest叫e
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directs social welfare activiti時 offamilies)パターンである。日本、韓国、
台湾はいずれも「開発普遍」の福祉システムの特徴を有し、市場と家族以外
に、国家も若干の普遍社会福祉プロジェクトを採用する (sta出 underpins
market and fami1es wi七h80me universal programmes)。
しかしながら、残念なのは、 Hollidayの類型が理論的な (descriptive)仮
説に過ぎず、実証的な証拠と分析を欠いていた点である (Kim2016. p.19)。
東アジア諸国の社会政策の差異と生産主義レジームの一致性を討論するため、
実証的な検証が必要だと考えられる。そのため、 Kim(2016)がHollidayの
生産主義福祉レジーム仮説に基づいて、東アジアにおける異なる生産主義類型
を実証的に再び検討した。 Kimは11カ国・地域を研究対象として、再分配
(危機分担)(redistribution. risk-sharing)と市場効率(自己援助)(market 
efficiency. self-help)という二つの基準から、クラスター分析の方法を通して
東アジア生産主義レジームを分類し直した。図4がKimの分析の結果である。
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low 
は三つの下位類型を分け(図5)、そこの分析結果に基づき、 Kim(2016) 
れぞれ一つの典型国家を例として挙げた。彼によると、韓国は包容型一生産主
シンガポーノレは市場一生産主義義Cinclusiveproductivist welfare)であり、
であり、中国はデュ 7リスト一生産主義(market productivist welfare) 
(dualist productivisもwelfare)である。なぜ生産主義がこれら 3つの種類に
分けられるかという点についての Kimの回答は、経済開放程度 Ceconomic
と政治圧力 (pol訪問alpressure)である。国家にとって、経済関openn田s)
放程度が国際経済への依存度を決め、デモクラシーが政府に対する政治圧力を
決める。国際経済への依存度と国内の政治的圧力によって、社会保障政策を調
挫するために、国々の政策が異なる表れ方をするのである。 Ramesh(1995) 
は韓国とシンガポールを比較した時も、国際経済への依存度と政治圧力の側面
から二つの国の状況を考察した。 Rameshによれば、韓国はシンガポールに比
ベて国際経済への依存度が低く、その上に圏内の政治的圧力が強いので、社会
保障支出が充実した傾向が容易であると提唱した。
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3. 2 生産主義に関する評価・論争
生産主義の仮説を巡る議論が盛んに行われている。 Leeと Kuは因子分析
とクラスター分析を通じて、実証的に生産主義レジームの存在を検証した。 19
80年代(図的と90年代(図7)の分析結果から見ると、韓国・台湾の表現は
確かに Esping-Andersenの3つの福祉レジームと大きな違いがあり、特別な
グループを形成している。日本はコーポラテイズム型/保守主義のグループに
位置付けられるにもかかわらず、同グループに分類される他の諸国との距離が
遠い (Leeand Ku 2007)。この分析結果によって、 LeeとKuは東アジア、
特に韓国と台湾において生産主義が存在すると主張した。
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一方、新川は生産主義〔あるいは開発主義)の視点が儒教主義と閉じくオリ
エンタリズムの民に陥る危険性を持っと指摘した。新川によると、「社会政策
が経済政策に従属」することは東アジア諸国が特有している特徴ではなく、す
なわち「全ての福祉国家は生産中心、労働中心的であるJ(新川 2005，p.277)。
そのため、新川は、 3つの福祉レジーム論であれ東アジ7福祉レジーム論であ
れ、不十分な理論であると指摘し、日本を家族主義福祉レジームに位置付けた。
筆者は、以上で挙げた理論仮説の主要特徴を並べて比較し、次の図 Bを作成し
た。
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新川が「全ての福祉国家は生産中心、労働中心的である」と主張するように、
すべての福祉国家は家庭主義のような要素を持っていると恩われる。例えば、
国々では家族メンパーが乳幼児の養育や、子供の教育を大いに負担していると
ただ「全ての福祉国家は生産中心、労働中心的である」から、考えられる。
生産主義の仮説が無意義であるというような判断については、議論する余地が
あるとj思う。
また、 Esping-Andersenのレジーム論は権力資源を強調し、三つの福祉資
本主義類型は、どちらも特定の政党あるいは政党連合に関連するとしている。
は、東アジア戦後期に関する先行研究を整理した上で、しかし、 Kim(2016) 
東アジアにおける資本家の影響は強くないうえ、戦後期には強力な地主階級も、
労働組合と農民を結ぶ強力な連合もなく、 Esping-Andersenの類型論に適合
Kimが主張したように、そのように考えれば、しないと結論づけた。
Hollidayによる生産主義レジーム論は、確かに東アジアの福祉国家を検討す
るもう一つの方法と考えてもよいだろう。
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4、日本福祉国家の発展
4. 1 日本福祉国家の特徴
以上の検討をふまえて日本福祉国家の理論的位置付けについて考えてみたい。
日本の福祉政策の発展は第一次・第二次世界大戦期に遡るという指摘があるo
Kaszaによると、太平洋戦争 (1937-45)は、日本の福祉政策の発展において
最も画期的な意味を持っている。太平洋戦争中、日本政府は一連の中核的な福
祉政策を採用した。これらの政策は戦争の緊急事態と関連したにも関わらず、
その中の多くは今日まで持続古れ、日本社会に大いに影響を与えている。戦時
中の政策立案者の間では、階級闘争や社会主義を抑制することがすでに主要な
関心事ではなく、戦争のために国の人的資源を強化することが益々重要になっ
ていたため、政策立案者も「厚生事業J(welfare wor k)という概念へ移行し
た。特に、総力戦はすべての日本人のコミットメントを要求したため、逆にす
べての日本人の福祉も政府の懸念事項となった。この時期の「国民皆兵」とい
う軍隊のスローガンは、福祉政策の策定に新しい平等主義を導入した (Kasza
2018)。
ここで、第 l章において紹介した WilenskyとEsping-Andersenの仮説を
再び検討したいo Kasza (2018)は日本の福祉発展経路が、正に Wilenskyと
Esping-Andersenの仮説に挑戦するものであると主張した。 Wilenskyによる
と、一般的には工業化に連れて発生する社会問題によって福祉政策の需要が出
現し、同時にそうした社会問題を解決するための財政的および技術的手段も生
み出され、結果として福祉政策が促進される。しかしながら、このような一般
論からすれば、 1920年代における日本の工業化発展は速やかであったにもかか
わらず、福祉政策の発展はあまりなかった (Kasza2018)。
また、 Esping-Andersenの福祉レジーム論の研究対象の多くのヨーロッパ
諸国では、家父長主義の慈善 (paternalbenevolence)と労働運動への恐怖に
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動機付けられ、保守的なエリートが最初の福祉政策を採用した。この発展パター
ンと対比として、日本では積極的な労働運動は西ヨーロッパほど盛んではなく、
戦闘的でもなかった。すなわち、日本の福祉政策の発展において労働者と左派
からの選挙圧力は最小限であったと考えられる (Kasza2018)。そう考えると、
日本福祉国家の発展を Esping-Andersenの福祉レジーム論の中に位置付ける
ことはそもそも難しいかもしれない。
一方、 Esping-Andersenの3類型に依拠して日本福祉国家を論じる研究者
は、日本を保守主義レジームに位置付けながら、同時にそれが自由主義の特徴
を有するとも指摘する傾向がある。東アジア福祉レジーム論を前提すると、日
本は低い社会支出と家族に主たる福祉提供者の役割を負わせる特徴を持ってい
るから、生産主義あるいは家族主義に位置付けられるように見える。従って、
日本は「混合型の福祉国家」あるいは「特異な福祉国家」だという主張もある。
しかし、どのような位置付けによっても、日本福祉国家の特徴を全て説明する
ことは困難なようである。エスピン=アンデルセンは日本福祉国家が三つのす
べてのレジームの要素の組み合わせであるかもしれないし、自由主義と保守主
義との独特な合成型として定義されるかもしれないと論じたが、判断の決め手
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がなく、さらに研究を深める必要があると結論した(エスピン=アンデルセン
2001)。
実際には、現在の福祉国家の研究により、大部分の福祉国家は一つの純粋
なレジームでなく、ハイブリッドケースであると結論づける CArtsand 
Gelissen 2002)。例えば、日本の社会支出が限られたけれども、失業率が非常
に低いと認められる。日本の失業率は、 1965年から1990年まで普遍主義的なス
ウェーデンのそれに近い程度である(図日 )021世紀に入ると、日本の失業率
はスウェーデンより低い(図10)0r完全雇用の保障に全面的に関与」という属
性を重視すれば、日本福祉国家は社会民主主義の性格をも兼ね備えることにな
るが、このことは Esping-Andersenの類型論をそのまま日本に適用すること
に無狸が伴うことを示す(埋橋 1997)。レジーム論に基つ、く日本福祉国家の研
究が直面するこのような理論的困難に対して、埋橋は次の 2つの選択肢を挙げ
る(埋橋 1997，p.163) 
1 )エスピン=アンデノレセンの類型論の枠内に日本を位置つけることは困難
であり、日本モデルの解明のために別の分析フレームワークを模索する。
2 )エスピン=アンデルセンの分析が、日本以外の国に関して有効であるこ
と、および日本の福祉国家の重要な側面を明らかにするために有用なことを
認めたうえで、第4の新しいタイプとしての日本モデルを構想する。
Unemployment rate: Total，略 01labour lorce， 2006 -2016 
図10
出典:OECD (2020) Unemployment問te(indicator). doi: 10.1787/997c8750-on 
(Accessed on 05 Jenuary 2020) 
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もっとも、埋橋自身は、保守主義レジームと同時に自由主義レジームの特徴
を共有する前提として日本の福祉政策を論じているため (Uzuhashi2003)、
自ら提起した代替案を忠実に実行しているわけではないようである。
日本に対しでもう一つ注目される特徴は福祉政策の二元性である。日本の産
業は大企業と中小企業の産業二元性によって特徴つけられているため、福祉政
策もそれに応じて二元性を持っていると考えられる。言い換えれば、日本にお
いては、大企業の従業員と中小企業の従業員、そして企業に勤めていない人が
給付古れる福祉の聞には大きな差異がある。大企業の終身雇用制度に加えて、
大企業の従業員、特に男性稼得者が家族賃金 (family-wage) と付加福祉
(company fringe-benefits)を受給できる。中小企業はこのような雇用保障
を提供していない。それゆえ、分立した社会保険制度という点から見ると、日
本は保守主義の特徴を共有している。
中小企業に対する社会保険制度は大企業と異なるが、中小企業に対する顕密
な保護規制政策、政府が公共事業への巨大な投資によって展開する「土建国家」
i も雇用保障を提供している (Miyamoto2003，宮本 2012)。政府が公共事業
への投資によって、経済を促進するという点から見れば、日本の福祉国家も生
産主義の特徴を持っていると考えても差し支えないのではないだろうか。
上に述べたように、日本の雇用制度は男性稼得者モデル(皿ale-breadwinner
model)の形で、家族主義と密接に関連している。「男性稼得者モデル」は
「男性が雇用労働を通じて社会保障へのアクセスを獲得するのに対して、女性
の社会保障は男性の配偶者であることに由来する」ということである(辻
2012， p.19) 0 1990年代前半における65歳以上人口のうち子供と同居する者の
割合(図11)を見ると、日本の割合は相当高い。これも家族主義を反映する一
つの側面だろう。日本では第二次世界大戦後に多くの女性労働者が労働市場か
ら撤退した。その結果、数多くの女性労働者は専業主婦となり、家族内の子供
や高齢者のケア労働者の役割を果たした。ここで注意が必要なのは、日本の
80 東アジア福祉レター ム論に関する再コ検討(李〉
「家族主義」特徴が、単に歴史的伝統ではなく、政治的に誘導される誘因もあ
る (Miyamoto2003)。
日本 65 
イタリア 39 
スペイン 37 
フランス 20 
イギリス 16 
アメリカ 15 
ドイツ 14 
オランダ 8 
スウェーデン 5 
平均 24.3 
図1 1990年代前半における65歳以上人口のうち子供と同居する者の割合
出典:Esping-Andersen. (1999: 63) 
辻によると、「日本では高度成長期に核家族が主流化し、かっ福祉国家の発
展期にサラリーマンの夫と専業主婦の妻という組み合わせを優遇する税制・社
会保障制度改革が行われたため、男性稼得者モデルが成立したJ(辻 2012)。
すなわち、文化的価値観の他に、政府による優遇税制などの政策が強力に推進
されてきたために、日本の家族主義特徴が維持されたとも考えられるのではな
いだろうか。
4. 2 日本福祉政策の変容
前の節は日本福祉国家の特徴をまとめたが、このような特徴は存続可能であ
ろうか。周知のように、グローパJレ化につれて市場構造が変化し、フェミニズ
ム運動と高度教育の普及によって、世界中に女性が雇用市場における平等の権
利を求めている。そして、終身雇用制度の崩壊と非正規雇用規模の拡大によっ
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て、社会問題も変化しつつある。「雇用システムと社会保障システムが強い補
完性を持っているがゆえに、労働市場の変化によって雇用から排除された人は
社会保障からも排除されてしまう」からである〔辻 2012，p. 36)。
また、ポスト工業化社会の進展と女性の経済的自立の要求増大に伴って、家
族形成はますます困難となる。結婚を通じて生活の保障を得る必要がなくなり、
市場から退出する機会費用も大きくなるため、結婚と出産をあまり望まない状
況になっている。結局、政府が推進した性別役割分業家族が維持できなくなり、
「ポスト工業化秩序の下での家族主義的福祉国家が家族形成を不可能にしてい
るJ(エスピン=アンデンセン 2001，xi)。
合計特孫自生率 (1980-2015) 
. 
~. 
図12
出典:OECD (2020)， Fe同ilityrates (indicator). doi: 10.1787/8272fbOl-en (Accessed 
on 05 Janua円 2020)
結婚率と出産率(図12)の低下の他に、高齢化も深刻化している(図13)。
人口の高齢化の問題は世界で急激に増加して、図13が反映しているように、日
本は現在世界で最も深刻な高齢化問題を直面している。 1970年には、日本の65
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歳以上の人口は全体の 7%を占めたが、わずか25年後の1994'年にはその値が倍
増して14%になった。日本社会の高齢化の速度をアメリカと比較すると、高齢
者の割合が 7%から14%への変化過程は米国で75年を要した。さらに、公式の
人口統計によると、日本の高齢化率は2025年に25.8%に達した後、 2060年に40
%を超え、スウェーデンや米国などの他の先進国よりもはるかに高くなると予
測されている(図14)。このことは、日本が非常に短期間に高度高齢社会に備
える必要があることを意味する。近年、日本では高齢化による医療支出や福祉
サービスの支出がだんだんと上昇している(図15)0Schoppaが指摘したよう
に、 Hirschmanの rexit-voiceJのフレームワーずに照らして、私たちは子供
を持たないことを選択できるが、実際には、年をとるのを避けるような rexitJ 
オプションはない。したがって、私たちは高齢者の生活状態を心配し、高齢者
に十分な注意を払い、彼らに rvoi田」を唱えることを余儀なくされた
(Schoppa 2006)。高齢化の進化によって、財政圧力も徐々に上昇することが
予測でき、財政予算の不足が日本の脱家族化を阻害して、逆に再家族化を促進
するかもしれない。
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出典:OECD (2020)， Elderly population (indicetor). doi: 10目1787/8d805eel-en
(Accessed onωJanuary 2020) 
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出典 NDC， Taiwan. httpsゾ/pop-proj.ndc.90v.tw/international.aspx7uid=69&pid=60
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出典:OECD (2日20)，Pension spending (indicator). doi: 10.1787/a041f4ef.en 
(Accessed on 09 January 2020) 
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家族の形と人口構造の変化だけでなく、グローパノレ化の中で企業がコストを
なるべく低く抑えようとするので、日本では企業規模に応じて展開されてきた
企業福祉が顕著に縮小する傾向も見える(橘木， 2005)。現在、日本の政府か
らの福祉政策も不十分である上に、福祉需要がある人は家族に依存するしか方
法がなさそうである。結局、家族の圧力が増加し、脱家族化も進んでいけない
状況に陥りつつあるのである。そのような社会的文脈の変容に対し、日本福祉
国家が選ぶべき道に関する論争は、まだ始まったばかりであるといってよい。
5、結論
本稿では、東アジア福祉レジーム論に関して再検討し、日本福祉国家の特徴
についても手短に議論した。東アジア諸国において独特の福祉レジームが存在
するかどうか、日本福祉国家がどの仮説に位置付けられるか、このような問題
はまだ確たる結論が出てないが、その検討にも以下のような意義があると思う。
第一に、グレゴリー・ J・カザが言うように、政治の世界は実に小さくなっ
た。新しいアイデイアや制度は世界中に急速に広まり、国々が連結され、互い
に影響を及ぼし合っている。その結果、日本、あるいは他のいずれか一国だけ
に注目して調査研究を行うことができなくなる(カザ 2014，ii)。そのため、
日本の独自性をことさら強調するのではなく、なるべく異なる仮説を検討し、
他の国々と比較した方が日本の福祉政策をよりよく理解できるはずである。
第二に、東アジア諸国に関する初期の研究は、オリエンタリズムによって、
東西の差異を前提として、それを解釈する方法を追求する傾向があった。たと
え東アジア諸国が西側資本主義国家と異なって、独特な福祉特徴が表現すれば、
それも何かの経済、政治あるいは歴史の原因があって、決して単純に地域の原
因ではない。だから、地域を越えて、新川と Estevez-Abeのように、東アジ
アと南欧を対照的に研究するのも一つの有効な方法であると考えられる。
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第三に、生産主義を検討するため、 Kimが11カ国のデータを比較し、 Lee
とKuも実証的に20カ国のデータを比較した。東アジアの福祉政策を研究す
るためには、理論的な論争だけではなく、実証的な検証が必要である。実証研
究はデータベースの健全程度に規制古れるかもしれなれが、これも将来努力す
るべき方向の一つであると考える。
東アジア諸国は、社会政策の展開が西欧諸国に比べて後発的であったから、
グローパル化に伴う新しい社会的リスデに対応するためには、社会政策の面で
も大きな調整が必要となるかもしれない。これから東アジア諸国はどのような
道を歩むのか。依然として家族主義あるいは生産主義の特徴を保持し続けるの
か?東アジアの発展につれて、最終的には他の3つの福祉世界に位置付けるこ
とが可能か?一連の問題についてはさらなる深い研究が必要であり、次稿にお
ける課題としたい。
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(1) 本論では検討した各論者の研究対象が異なるため、以下の内容に国家と地域が並
ベる場合があり、「国家と地域」を「国家」と略記する場合もある。
( 2) Esping-Andersen (1990)の日本語訳『福祉資本主義由三つ白世界一比較福祉国
家の理論と動態』の中では「東洋型福祉国家モデル」と「東アジアモデル」由用語
が用いられているが、研究者によって用語法が異なる。 例えば、末魔昭 (2010)が
用いた「東アジア福祉システム」、「東アジア型福祉モデル」などである。しかし、
本稿では、これらの研究白範囲と内容がほぼ閉じであるとみなし、「東アジアモデ
ル」と「東アジア福祉レジーム」を採用する。
(3)アジア NlEsという白は韓国・台湾・香港・シンガポールという四つ白国・地域
を指す。
( 4) Estevez-Abe、YangとChoi(2016)は日本・韓国・イタリア・スペインが新し
い社会的リスクに対応するため、様々な程度で家族主義を超えて (movingbeyond 
familialism to varying degrees)脱家族化の政策を実施していると指摘した。
(5)筆者は新川 (2005，2009)、Holliday(2000)とLeeand Ku (2007)白研究を参
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考した。家族主義の「社会政策と経済政策白従属関係」に関する記述がなかったが、
保守主義に参照し、「社会政策が経済政策に従属する」という特徴を「中」程度を
仮定した。
(6)林ー ド・越杯娼 (2010)は、東アジア社会政策に関する研究で共有できるデータベー
スが不足であると指摘した。西側先進国が確立した大規模なデータベース白中には
東アジアに関する統計が含まれているもの白、その適用範囲は非常に限定されてお
り、東アジア白状況を十分に反映できない可能性がある。
